
政府のＴＰＰ交渉参加表明に対する声明 

 

 安倍総理は３月 15 日、先の日米首脳会談後の「共同声明」を受けてＴＰＰ(環太平

洋経済連携協定)への交渉参加を表明した。 

 ＴＰＰの交渉分野は農産物や工業製品をはじめ、医療や金融、サービス分野、知的

財産、投資、政府調達など 21 分野におよび、あらゆる分野で貿易障壁をなくすことを

原則としている。それに対して安倍総理が強調する「守られた聖域」の内容は極めて

具体性に欠き、国民生活に対する懸念は払拭されてはいない。 

私たちはそれぞれの産業分野に働く労働者として、政府に対してＴＰＰに関する以

下の懸念を表明する。また、アメリカ議会の参加承認に向けた事前協議内容や交渉内

容等について情報を開示し、国民的な議論を尽くすことを求めるものである。 

 

１．国民の生命や健康にかかわる懸念 

 安倍総理率いる自民党は、選挙公約並びに「ＴＰＰ交渉参加に対する基本方針」で、

「国民皆保険制度を守る」としているが、混合診療の全面解禁など皆保険制度が骨抜き

にされる懸念がある。現在でも、日本の公的医療制度に対して米国からは市場原理の導

入が求められており、ＴＰＰに参加することで「いつでも」「誰でも」同質の医療を受

けられる仕組みが崩壊する恐れがある。 

 同様に、農産物の収穫後の農薬使用規制や遺伝子組み換え食品の表示義務の撤廃を求

められる可能性も高く、食の安全・安心が大きく揺らぐ懸念もある。 

 また、コメ・乳製品・牛肉・砂糖・麦をはじめとする農畜産物の関税問題に関しては、

「最終的な結果は交渉で決定する」と極めて不透明な状況となっている。このまま交渉

に参加することは国内の食料自給率・自給力を引き下げ、食料安全保障の面からも国民

生活に重大な影響を与えることを懸念せざるを得ない。 

 

２．雇用と勤労者の生活にかかわる懸念 

 ＴＰＰに参加することで関税が撤廃された場合、農業生産だけでなく国産農畜産物を

原料とする食品加工・流通業、そしてそれらに携わる多くの労働者の雇用に深刻な影響

を与えることが懸念される。さらに肥料・農薬や農機具メーカーなど周辺産業の雇用に

も大きな影響を及ぼすことも想定される。 

 また、政府調達では調達基準額の引き下げや地方公共団体への範囲拡大など、公共事

業に対する外国企業参入のさらなる開放を招くことになる。公共事業への外資参入は雇

用と地方経済に深刻な影響を与えるだけでなく、公共インフラの安全性に関しても重大

な懸念が生じる可能性がある。 

 

３．共助と地域が崩壊する懸念 

 現在、日本では農協・漁協・森林組合など第一次産業の協同組合をはじめ、生活協同

組合、さらに労働者自主福祉としての労働金庫など、様々な協同組織が金融・共済・流

通サービスをひろく提供することで勤労者の生活をサポートしている。協同組合とその



事業は連合がめざす「働くことを軸とする安心社会」に不可欠な存在だといえる。 

しかし、「簡保や共済は非関税障壁であり撤廃すべき」という米国の「要望」に象徴

されるように、ＴＰＰではこれらの協同組織や簡保などに対して外資との競争条件でイ

コールフッティングが求められる可能性が極めて高い。このことで、生産者・労働者・

生活者の共助が崩壊し、共生と地域コミュニティの衰退をもたらすことも大きな懸念材

料である。 

 

４．ＩＳＤ条項によって国の主権が損なわれる懸念 

 ＴＰＰ交渉ではグローバル企業が「得るべき利益が得られなかった」として進出先の

政府を訴え、規制や政策を変更させることを可能とするＩＳＤ条項が議論されている。

米国通商代表部は「外国貿易障壁報告書」で国民生活に不可欠な日本国内の制度やルー

ルを「非関税障壁」だとして強く撤廃を求めており、ＴＰＰでＩＳＤ条項が運用される

ことになれば、安全・健康・福祉・環境ばかりでなく労働規制までわが国の基準で決定

することのできない治外法権をもたらす危険性をはらんでいる。 

 

 私たちは政府に対して、広く情報を開示して国民的議論を尽くすと共に、その中で以

上に指摘した懸念を払拭することを強く求めるものである。 
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―以 上― 


